



















































はじめに ................................................................................................................. 1 
第 1部 公共交通幹線とハード施策 
1. 戦略的交通基盤整備の重要性 
 ~ 財政政策の経済理論的解釈と既存研究結果からの考察 ~ .................. 2 
2. 地理情報システムを用いた和歌山市の幹線交通網構築への一提案 ........ 7 
3. トラム導入による観光都市「和歌山」への変貌 ................................... 16 
4. 歩行環境のバリアフリー化 .................................................................... 22 
5. 和歌山市における LRT・BRT導入の費用対効果分析実施案 .............. 28 
第 2部 公共交通幹線とソフト施策 
6. 岐阜市のバスを中心とした交通まちづくり .......................................... 38 
7. 交通系ＩＣカードとまち活性化 ............................................................ 44 









東日本大震災から 1 年が過ぎました。そして、和歌山でも台風 12 号による大きな災害
に見舞われてから半年が経過しました。それぞれの復興に尽力する人間の底力を信じて明
日への希望をつないでいきましょう。  
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第 1 部 公共交通幹線とハード施策 
 
1. 戦略的交通基盤整備の重要性 











1.2. 財政政策(公共投資)の効果に対する経済理論的解釈  










𝑌 = 𝐶 + 𝐼 + 𝐺 



















































1.3. 結論：費用-便益分析の重要性 (戦略的交通基盤整備のために) 
実際のところ、公共投資乗数は推計モデルの違いはあるものの 1960 年代は１年目の














2 堀 et al.(1998)による表 1,増淵 et al.(2007)による表 2 を参照。 
3 詳しくは本報告書第 5 章を参照。 
 - 5 - 




表 2 内閣府経済社会総合研究所が作成した計量モデルの乗数の推移  
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2.2. データおよび分析の手法  
2.2.1. 使用データ 
本稿で使用した主なデータは、e-Stat で提供されている平成 17 年和歌山市町丁字別境
域データおよび平成 17 年国勢調査小地域集計データ（シェープ形式）、ESRI ジャパン発
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図 1 主要施設の立地（2012 年）  
資料：i タウンページほか  
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図 4 3.1.1 類型の径路結果  
 
































2.3.1.2. コスト最小化  
コスト最小化の経路解析では、先に述べたとおりように交通量の多い通り・交差点を避
けるために、けやき大通りの車線減少区間と北大通りの主要交差点を中心に通過禁止の禁
則処理を施した（図５）。結果、径路は大きく 3 パターンに分かれた。第 1 の径路は、け
やき大通りから本町通り等を経由して和歌山市駅方面へと至るものである。第 2 の径路は、
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2.3.2.1. 距離最小化  



















































上 図 6 3.2.1 類型の解析結果  
下 図 7 3.2.2 類型の径路結果  
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図 8 3.3.1 類型の径路結果  


































2.3.3.2. コスト最小化  
コスト最小化の経路解析においては、先述の類型と同様の禁則処理を施した（図９）。
その結果、径路は大きく 3 つのパターンに分かれた。第 1 の径路は、距離最小化と類似し






































った 40 年前とほぼ類似した土地利用・街区構造を有していると思われる。 
コスト最小化の解析結果では、市街地中心部での新規路線敷設の困難さを伺わせる結果
が頻出した。とりわけ、けやき大通りと北大通りに挟まれた地区では、都市構造と共に交
図 9 3.2.2 類型の解析結果  
 





しての役目を持っている。けやき通り、国道 42 号線、26 号線が交わる西汀丁交差点は交
通量が多く、かつ交通規制も複雑である。それを迂回する径路としても三年坂通りの有用
性は見逃せないものであろう。 





















巻、260～280 頁．  







































3.1.3. 鉄道と観光   ～「南海」の誕生～  
南海鉄道が、難波・和歌山間の直通運転を開始したのは明治 31 年 10 月である。この時
の和歌山の駅は、紀ノ川の北側にあり「和歌山北口停車場（ステーション）」と呼んだ。同
駅は現在の「紀ノ川駅」の少し南寄りに位置した。紀ノ川橋梁が完成し今日の「和歌山市
図 1 和歌山城 
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図 2 和歌山市の鉄道網  
        至 なんば      至 天王寺 
加太        
和歌山大学前（Ｈ24.4開業） 
          Ａ         Ｅ 
 Ｂ            
         紀ノ川        六十谷 
                             紀伊小倉   至 橋本  
      Ｃ         Ｄ          Ｇ        
 和歌山港    和歌山市   紀和 
 
                和歌山     
まちなかエリア 
 
                    Ｆ   Ｈ 
 
                   紀三井寺    山東 
 
                  至 紀勢方面      至 貴志 
 
Ａ 南海線        Ｂ 南海加太線   Ｃ 南海和歌山港線 
Ｄ ＪＲきのくに線    Ｅ ＪＲ阪和線    Ｆ ＪＲ紀勢線   Ｇ ＪＲ和歌山線 
Ｈ 和歌山電鉄貴志川線 











3.1.5. トラムの優位性 ～新しい観光ツールとして復活～  


























 図 3 文明と文化の割合  
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が国でもそれほど時を経ず 1895 年（明治 28 年）京都市電が開通、最盛期（昭和７年）に
は全国 65 都市で走った。しかしモータリゼーションの進展が「路面電車」という文明を
廃止へ導く。  
現在 19 都市で存続するものの、多くの都市で廃止された。和歌山市は明治 42 年から廃






3.2. トラムの復活によるまちづくり戦略  ～観光都市 WAKAYAMA～ 





    Ｋ＝交通・環境・景観・観光・雇用・経済  
 
① 「Ｋ」（交通）を活用したまちづくりを考える  
② 「Ｋ」（交通）で「Ｋ」（環境）に優しい乗り物・トラムを導入し過度な車依存をや
わらげる。  
③ トラムは都市の「Ｋ」（景観）を豊かにする。  
④ 話題性のあるトラムを走らせることにより「Ｋ」（観光）促進につなげる。  
⑤ 「Ｋ」（観光）都市へ、地元の気運を醸成しサポートを得る。  
⑥ トラムをはじめ「Ｋ」（観光）関連事業を盛んにし、「Ｋ」（雇用）を創出する。  
































































































4.2. バリアフリー基本構想 ~和歌山市六十谷駅周辺バリアフリー基本構想より  
バリアフリーに関する法整備が進む中、和歌山県、和歌山市でも福祉のまちづくり条例
を 1996 年に施行することを始めとして、建築物、道路、公共交通機関に整備を行ってい
る。鉄道駅では JR 和歌山駅、JR 紀伊駅にエレベータが設置されている。2006 年に「バ
リアフリー新法」が施行されたことより、和歌山市も六十谷駅周辺を重点整備地区として
「六十谷駅周辺バリアフリー基本構想」を作成することになった。  

































ない」のは 79.5%となっている。  
基本構想制度のねらいとしては、全国各地でその地域に合った基本構想を策定し、重点
整備地区を中心にバリアフリー化を進めていき、地域を拡大するということであったが、
                                                   
1 辻本勝久『地方都市圏の交通とまちづくり』、学芸出版社、2009、pp142-145 
2 Plan(計画 )、Do(総力を挙げた実施 )、Check(点検 )、Action(見直し )のサイクルを繰り返すことにより良い方向へ
とスパイラル (らせん )状に進むこと (辻本 )、スパイラルアップ  
3 辻本勝久『地方都市圏の交通とまちづくり』、学芸出版社、2009、p147 
4 国土交通省「平成 22 年度基本構想作成予定等調査結果（平成 23 年 3 月末現在）」、2011、pp1-2 







「バリアフリー新法」の目標期限が 2010 年度末に切れることより、2011 年 3 月に「バ
リアフリー新法」の基本方針が一部改正された。本格的な高齢化社会の到来を迎え、バリ
アフリー化は相当程度進展したが道半ばということでより高い水準のバリアフリー化の目











4.3. 歩行環境のバリアフリー化  

















                                                   
5 和歌山市「和歌山市都市計画マスタープラン（原案）」、2011、pp49-50 








































































1 日の乗降客数が約 1 万 8 千人の南海和歌山市駅にはホームへのエレベータが設置され
ていない。ようやく 2012 年 4 月より 2013 年 3 月にかけて 2 基のエレベータの設置、視
覚障害者用誘導・警告ブロックの改修、内方線付き点状ブロックの新設が計画されている。
エレベータの設置はなんば方面、和歌山港方面、加太方面が該当し、JR 和歌山駅方面で
は予定されていない。本来ならば和歌山市駅は 1 日平均 5,000 人以上の利用客があるため、
2010 年 3 月末までにバリアフリー化を実施する目標駅であった。和歌山市駅周辺に空き
ビルが増え、駅の利用客数が年々減少している。  
                                                   
6  Information and Communication Technology:情報通信技術 
7 国土交通省「バリアフリー経路探索機能の公開について」 , 
http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo23_hh_000028.html 





















辻本勝久『地方都市圏の交通とまちづくり 持続可能な社会をめざして』、学芸出版社、2009  
国土交通省「ユニバーサルデザイン政策大綱」 ,  
http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha05/01/010711/01.pdf 
国土交通省「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成 18 年法律 91 号） ,  
http://www.mlit.go.jp/common/000184380.pdf 
国土交通省「移動等円滑化の促進に関する基本方針」本文 ,  
http://www.mlit.go.jp/common/000139952.pdf 
国土交通省「移動等円滑化の促進に関する基本方針」概要 ,  
http://www.mlit.go.jp/common/000141702.pdf 
国土交通省「バリアフリー基本構想作成に関するガイドブック」（平成 20 年 10 月） ,  
http://www.mlit.go.jp/barrierfree/transport-bf/basicplan/guidebook.pdf 
和歌山市「和歌山市六十谷駅周辺バリアフリー基本構想」（平成 20 年 3 月） , 
http://www.city.wakayama.wakayama.jp/menu_1/gyousei/koutsuseisaku/barrierfree/barrierfree.pdf  
国土交通省「歩行空間のユニバーサルデザインの推進」 ,  
http://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/bf/index.html 






*3 平成 23 年 9 月 21 日付わかやま新報。








成 19 年度）、自転車通行環境懇談会の開催（平成 21 年度）、公共交通利用状況調査の実施
（同）等の取り組みが行われてきた。



















年度に「和歌山都市圏の交通まちづくり活動」で第 3 回 EST 交通環境大賞 *5 奨励賞を受賞
する等、交通まちづくりを活発に展開して全国的な評価を得るに至っている。わかやま小
町は、平成 24 年 11 月に開催される「路面電車サミット大阪・堺」の実行委員会にも参加
*6 辻本(2011)『交通基本法時代の地域交通政策と持続可能な発展』、白桃書房、第７章および第８章。
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である。この研究会では、平成 23 年 6 月 8 日の辻本報告「国内外の地方中核都市におけ
る交通まちづくりの事例 －ストラスブール、フライブルク、富山－」において、LRT
導入を核とした交通システムの総合的改善のメリットに関する一定の共通認識が形成され
（表１）、同年 7 月 7 日の汲田報告「岐阜市のバス交通を利用した交通まちづくり」より、
鉄道網が比較的発達した和歌山市では、鉄軌道網を軸としこれを BRT で補う幹線公共交
通網が望ましいのではないかという一定の方向性が見えてきた。また、平成 24 年 3 月 7
日の辻本報告では国の「都市・地域総合交通戦略」制度の活用が提案されている。
表１ LRT の主なメリット（鉄道直通型 LRT を念頭に）
環境面 電動であり、クリーン









































政 ・テレワーキ ・公共交通優先システム ・TDM（交通需要管理：
策 ングなど通 ・交通静穏化 ノーマイカーデー、
と 信での代替 ・カーシェアリング 相乗り通勤など）
技 ・移動販売車 ・MM（地域・職場・学校） ・ITS（高度道路交通シス
術 交 や往診など ・交通情報システム テム）
や 通 供給者側か （バスロケ、案内表示、まちづかいマ ・エコドライブ
手 管 らのアプロ ップ、トランジットセンター等） ・アイドリングストップ


















和 歌 山 市 で の
総 合 交 通 戦 略




方 都 市 圏 の 交
通 と ま ち づ く





として LRT や BRT の導入が構想されている。一方で、LRT や BRT の導入構想は、費用や
各種効果の推定がないままに展開されてもいる。このようなことから、和歌山市への鉄道




LRT や BRT の導入によって見込まれる各種便益
利用者への効果 地域社会への効果 交通事業者へ その他の効果
の効果
・総所要時間短縮 ・道路交通混雑緩和 ・存在 ・事業者収益 ・災害時代替














国土交通省「鉄道プロジェクトの評価手 市民アンケー 類似地域の事 市民アンケー









鉄道直通型 LRT の敷設 けやき通りの BRT 化
あり なし 便益 あり なし 便益
(現状) (現状)
LRT や 小計 B+C-A+ B+C-D+F
BRT の F-E -G
利用者 総所要時間費用 B+C-A B+C-D







地域住民 小計 （以下計） （以下計）
への効果 交通混雑緩和便益 I+K-H-J I+K-L-M
所要時間費用 H I L I
走行経費 J K M K
交通事故削減便益 N O O-N P O O-P
環境改善便益 T+U+V- T+U+V-
Q-R-S W-X-Y
NO ｘ排出量費用 Q T W T
CO2 排出量費用 R U X U
騒音レベル費用 S V Y V






事業者 小計 d+e-b-c d+e-f-g
便益 営業収入 b d f d















「平成 22 年京阪神パーソントリップ調査」の結果発表が平成 24 年度（速報は 23 年度

















究 」、 日 本 自 動 車 工 業 会
『JAMAGAZINE』2008 年 4 月号、
http://www.jama.or.jp/lib/jamagazine/20
0804/09.html
SP 調査は、わが国の交通計画分野では 1980 年代から意義が認められてきており、地方
都市圏にも多数の適用事例がある。その一例を表４に示す。
表４ 地方都市圏における SP 調査の適用事例
・第 3 回沖縄本島中南部都市圏 PT の付帯調査として SP 調査が行われ、モノレールの








SP 調査では、LRT ないし BRT といった、和歌山市には存在しない交通機関に関して、
仮想的な状況を設定した上でアンケート調査を行う。そのため、被験者には仮想的な状況
を具体的にイメージして頂く必要がある。そこで、被験者のサンプリングは地域ベース（都
心から 5km 程度および 10km 程度の数地区）および目的ベース（通勤、通学、私事）で実
施する。回答者数は、各セグメントあたり 75-100 人程度が適当である（表５、図４）。
表５ 調査対象者と抽出方法等
交通目的 調査の種類 方法 対象地域 調査対象者 抽出方法 配布票数
通勤 居住者調査 郵 送 配 布 都心から 5km 通勤者 無作為抽出 300+300
回収 都心から 10km
通学 学校調査 説 明 会 で 和歌山市内の 学生 大学生のうち調 200
配布･回収 大学 査可能な人
居住者調査 郵 送 配 布 都心から 5km 通学者 無作為抽出 300+300
回収 都心から 10km












サービスレベルは２属性（所要時間と費用）３水準（15 分、25 分、35 分など）とし、
これらを実験計画法によって組み合わせていくつかのパターンをつくり、被験者に順位付
けをして頂く。例えば、和歌山城周辺に通勤すると仮定した上で、「マイカー：25 分 550






水 都心まで 5km の 都心まで 10km の 考え方
準 被験者に対して 被験者に対して
① ② ③ ① ② ③
所 要 時 間 15 25 35 30 40 50 H17 道路交通センサスの一般道路
（分）（車） DID 平均旅行速度 20km/h を基準に
遅れ時間 10 分と 20 分で設定




平成 21 年度）、130 円 /リットルを
ベースに切りのよい数字で設定
所 要 時 間 30 35 40 40 45 50 徒歩 5 分＋乗車時間＋待ち・乗換





運賃 300 350 400 400 500 600 現在のバス利用の運賃と同等± 50
（円）（ﾊﾞｽ） 円(5km)、± 100 円(10km)に設定
所 要 時 間 25 30 35 30 35 40 徒歩 5 分＋乗車時間＋待ち・乗換
（ 分 ）（ 鉄 時間 5 分、10 分、15 分。鉄道の乗
道＋ LRT） 車時間は現況通りとする
運賃 330 380 430 330 430 530 現在の鉄道運賃+200 円を基準に±




















① JR と路面電車 ① JR と路
駅 和歌山駅 都心の電停 面電車
所 要 時 間
30 分
駅まで 待ち時間 JR から直通する路面電車 目的地へ 運賃
５分 ５分 乗車時間 20 分 すぐ 330 円
②バス ②バス
所 要 時 間
40 分
運賃
バス停まで 待ち時間 バス 目的地へ 350 円
５分 ５分 乗車時間 30 分 すぐ
③自家用車 ③ 自 家 用
車
所 要 時 間
20 分











人口 41.9万人 面積202.89平方km (人口H23年6月現在、面積H18年1月現在)


























































































































































































































- 44 - 





































                                                  
1 日本銀行決済機構局「最近の電子マネーの動向について（2011 年）」，2011 年 11 月 


















7.3. 地方都市における交通系 IC カードによるまち活性化の成功事例（可能性）  
地方で成功していると考えられる事例として、高松市周辺を拠点とする地方都市交通事









により IC カード利用率が増加するというデータがあるという情報あり）  
④ ハード面の充実（地元事業者における決済端末の充実、チャージ機の充実）  
⑤ 自治体との連携（身分証明書等の機能付与） 
 
































出典 日本銀行決済機構局「最近の電子マネーの動向について（2011 年）」  
 





図 3 IC カードの普及、電子マネーの使用状況  
図 1 電子マネー、クレジットカード使用実態（世帯規模別トレンド）  
図 2 電子マネー、クレジットカード使用実態（都市規模別、年代別） , 2010 年  
出典 日本銀行決済機構局
「最近の電子マネーの動向
について（2010 年）」  















証明書機能  学生書、社員証 
認証機能  医療機関での診察券、支払い（自動精算も）  
   社会保障カード  




利用履歴  食事履歴による健康管理（写真食堂等の大規模食堂）  
   購買履歴 
   交通乗車履歴 
安心・安全  改札通過情報→携帯メール発信 
   子供、高齢者の位置情報確認 
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この際に大きな課題にあるのが、どの IC カードを選択するかということになる。市民
の利便性を考えれば、交通系 IC カードを導入するのが適切かと思われる。  
将来、バス料金の支払いあるいは定期券での乗車が IC カード化されるとすると、和歌
山市では主要路線バスの系列の問題で関西私鉄独自のカード（例えば PiTaPa）対応にな



















図 4 IC カードとまちの活性化  
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